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2ページをご覧ください。第1四半期の業績は、売上高はガス料金原料費調整の影響および販売量増加で増収となり、
5,340億円と第1四半期として過去最高を更新するとともに、営業利益・経常利益・当期純利益もそろって増益となり過去最
高を更新しております。 
その主な要因は後ほどご説明する通り、スライドタイムラグの改善、および工業用のガス販売が増加したことらからガス粗
利が１１２億円増加したことにあります。 
売上高604億円・12.8%の増加要因は、都市ガスの453億円増、電力事業の数量増等の127億円増などです。 
このうち対前年同期では円安になったこと等によるガス料金のスライド影響は295億円となりました。なお、昨年12月に実施
した料金引き下げ影響は44億円で、その内訳は小口で37億円・大口で7億円です。 
一方、営業費用404億円・9.3%増は、円安影響等による都市ガス原料費が340億円、電力事業費用が80億円増加したこと
等によるものです。 
以上により、営業利益は201億円・50.3%増の600億円となりました。 
営業外収支はオーストラリアドルの上昇等により為替差損益が15億円改善した一方、発電所の計画的な停止等により持
分法投資利益が8億円減少したこと等によりほぼ前年度並みとなりました。 
このため経常利益は200億円･50.5%増の596億円となりました。 
当期は固定資産売却益を計上したこと等により、特別損益は49億円増加しました。資産売却先との守秘義務契約がありま
すので、売却の具体的な内容につきましては非開示とさせていただきます。 
この結果、税引後当期純利益は187億円･71.8%増の447億円となりました。 
なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグは、中ほど下段に記載の通り前期より141億円改善し、111億円の営業利益
寄与となりました。 
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3ページ第1四半期の連結ガス販売量は、対前期比2億7,000万m3・8.0%増の36億5,700万m3となりました。 

高気温影響でマイナス800万m3、マイナス0.2%相当があったものの、東京電力鹿島火力発電所のコンバインドサイクル化
等により工業用の発電専用ガスが2億6,200万m3と大幅に増加したこと等から、全体では高い伸びを示しました。 

  4ページにはトーリングによるガス使用量込の販売量、および工業用ガスを発電用と一般工業用の種別ごとに、鹿島地区
とその他地区で区分して表示しておりますので、ご参照ください。 
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5ページ6ページではセグメント別の売上高・営業利益とその要因を記載しております
ので簡単にコメントいたします。 

都市ガスセグメントの118億円増益は、高気温影響による粗利減9億円があったものの、
工業用の販売が大幅増加したことによる増量効果で23億円の粗利増、先ほどご説明
したスライド改善で141億円の粗利増、料金改定影響44億円の粗利減が主な要因で
す。 

 

電力事業は47億円の大幅増益となりました。昨年度発生した扇島パワーの定期点検
が無かったことから販売電力量は約27億kWh・26%と大幅に増加しました。 

経済フレームの上昇から販売単価も上昇しましたが、原料費は期首在庫影響等で上
昇幅が抑えられたため、販売量増と相まって、大幅な増益となっております。 

なお、第2四半期以降では在庫影響等は剥落しますので、年度通期では電力事業は
対前年度比較で減益を見込んでおります。 

 

その他エネルギーセグメントは15億円の増益となりましたが、LNG販売が主にスライド
影響等により10億円の増益となったことが主因です。 

海外事業は17億円の増益となりましたが、売価上昇によりプルートの利益が増益とな
ったこと等が主な要因です。 
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続きまして8ページで通期の収支見通しを、今年4月にお示しした前回見通しとの対比でご説明します。 

まず、販売量につきましては、対前回見通しで0.4%・6,000万m3上方修正いたしました。詳しくは9ページをご覧ください。 

 家庭用は、高気温により第１四半期で4,500万m3前回見通しを下回りましたが、第2四半期以降は調定率が上がっていること等を勘案して500万
m3上方修正したことから、年度トータルでは4,000万m3の下方修正となりました。 

 業務用は省エネ傾向が当初見通しより強いこと等から第1四半期で1,100万m3前回見通しを下回り、更に第2四半期以降もこの傾向が継続する
と判断し、年度トータルでは2,000万m3下方修正しました。 

 工業用ですが、まず発電専用については第1四半期で東電鹿島火力発電所向け販売の上振れ等で5,500万m3前回見通しを上回っており、第
2四半期以降はIPP向けの販売が前回見通しを上回ると見たことから、年度トータルで2億7,200万m3上方修正しました。 

一方で一般工業用については、既に第1四半期で前回見通しを3,600万m3下回っており、第2四半期以降も当初見込んでいた景気回復によるガ
ス販売増加が顕在化しないと見通しを変えたこと等から、年度トータルでは1億5,200万m3下方修正いたしました。 

以上より、工業用トータルでは1億2,000万m3の対前回見通し上方修正となっております。 

 

8ページにお戻りいただいて、このようにガス販売量を上方修正したものの売上高は対前回見通し100億円下方修正、一方で営業利益は30億円
の上方修正となっております。 

売上高の減少は、都市ガスセグメントで販売量が増加したものの、第1四半期の実績を勘案して為替が前回見通しより円高になり、原料費調整制
度によって売上高が76億円減少すると見たことが主因です。  

 

営業利益の増加は主に、都市ガスセグメントにおいてスライドタイムラグが47億円改善、工業用ガス販売量の増加で粗利が7億円増加する一方、
気温影響で粗利が38億円減少することで、セグメント営業利益が17億円増加することが主要因です。 

スライドタイムラグの改善は表の下段に書いておりますが、主に為替レートの見込みの変更によるもので、前回は1ドル105円で見通しましたが、第
1四半期の実績を勘案したうえで第2四半期以降は前回同様としたことから、今回は年度通期で104.29円と円高に修正しました。 

 

また、海外事業でも13億円、営業利益を上方修正しております。詳しくは11ページ以降でお話しします。 

 

この結果、営業利益は対前回見通し30億円の上方修正となっております。 
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10ページにはトーリングによるガス使用量込の販売量、および工業用ガスを発電用と一般工業用の種別ごとに、鹿島地区とその他地区で
区分して表示しておりますので、ご参照ください。 



11ページ12ページにはセグメントの見通しと、その主な差異理由を示しました。 

都市ガスセグメントは先ほどご説明いたしましたとおり、17億円の営業利益増を見込みました。 

また、電力事業は当初見通しを変えておりません。 

原子力発電所の再稼働につきましては見通しにくいところでありますが、西日本で数基の稼働が秋以降あるのではと想定して販売計
画を立てており、年度の販売電力量は当初見通し通り約105億kWhとしております。 

 

海外事業では13億円の上方修正となっておりますが、これはプルートで当初見通しより利益を上方修正したこととなどが主要因となっ
ております。 





13～14ページはセグメント別情報を対前年度で比較しておりますので、ご参照ください。 





15ページは連結ベースの主要計数表を掲載しております。当初計画通り今年度も総
分配性向は60%程度を予定しております。 
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17ページから19ページでは参考資料として上期の見通しを記載しておりますので、ご参照ください。 
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